　　　主眼事項及び着眼点（指定地域定着支援）　　今回変更　　　31年10月より改正
	主眼事項
	着　　眼　　点
	根拠法令

	第１　基本方針

	(1) 指定地域定着支援の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者との常時の連絡体制を確保し、当該利用者に対し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合に、相談その他の必要な支援が、保健、医療、福祉、就労支援、教育等の関係機関との密接な連携の下で、当該利用者の意向、適性、障害の特性その他の状況及びその置かれている環境に応じて、適切かつ効果的に行われているか。
(2) 指定地域定着支援の事業は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立って行われているか。
(3) 指定地域定着支援事業者は、自らその提供する指定地域移行支援の質の評価を行い、常にその改善を図っているか。
	法第51条の23

平24厚令27

第39条第１項
平24厚令27

第39条第２項
平24厚令27

第39条第３項 

	第２　人員に関する基準

	※　指定地域移行支援の主眼事項第２の全てを、指定地域定着支援の事業について準用する。
	法第51条の23

第１項
平24厚令27

第40条
附則第２条
平24障発
0330第21号
第三の１

	第３　運営に関する基準

	※　以下の項目を除く項目で、地域移行支援の主眼事項第３「運営に関する基準」のうち、１から14、21から34は、地域定着支援の事業について準用する。
　　ただし、上記の24(2)中「18、19(2)の規定により、指定障害福祉サービス事業者等への委託により行われる障害福祉サービスの体験的な利用支援及び体験的な宿泊支援」とあるのは、「４(4)の規定により指定障害福祉サービス事業者等への委託により行われる一時的な滞在による支援」と読み替えるものとする。
	法第51条の23

第２項
平24厚令27

第45条
平24障発
0330第21号
第三の２(5)


	１　指定地域定着支援の具体的な取扱方針

	　指定地域定着支援の方針は、第１に規定する基本方針に基づき、次の各号に掲げるところによっているか。
①　指定地域定着支援事業所の管理者は、指定地域定着支援従事者に、基本相談支援に関する業務及び２(1)に規定する地域定着支援台帳の作成その他指定地域定着支援に関する業務を担当させるものとしているか。
②　指定地域定着支援事業所の管理者は、相談支援専門員に、相談支援専門員以外の指定地域定着支援従事者に対する技術的指導及び助言を行わせているか。
③　指定地域定着支援事業者は、利用者の心身の状況等に応じて、その者の支援を適切に行っているか。
④　指定地域定着支援の提供に当たっては、利用者の立場に立って懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行うとともに、必要に応じ、同じ障害を有する者による支援等適切な手法を通じて行っているか。

◎　緊急時等に利用者の家族の協力が必要となる場合が想定されること等から、指定地域密着支援について利用者及びその家族の十分な理解が求められる。
	平24厚令27

第41条
平24厚令27

第41条第1号
平24厚令27

第41条第2号
平24厚令27

第41条第3号
平24厚令27

第41条第4号

平24障発
0330第21号
第三の２(1)③

	２　地域定着支援台帳の作成等

	(1) 指定地域定着支援従事者は、利用者の心身の状況、その置かれている環境、緊急時において必要となる当該利用者の家族及び当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等、医療機関その他の関係機関の連絡先その他の利用者に関する情報を記載した指定地域定着支援に係る台帳（地域定着支援台帳）を作成しているか。


	平24厚令27

第42条第１項



	主眼事項
	着　　眼　　点
	根拠法令

	
	(2) 指定地域定着支援従事者は、地域定着支援台帳の作成に当たっては、適切な方法によりアセスメントを行っているか。
(3) 指定地域定着支援従事者は、アセスメントに当たっては、利用者に面接して行っているか。この場合において、指定地域定着支援の職務に従事する者は、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、理解を得ているか。
(4) 指定地域密着支援従事者は、地域定着支援台帳の作成後においても、適宜、地域定着支援台帳の見直しを行い、必要に応じて地域定着支援台帳の変更を行っているか。
(5) (2)及び(3)の規定は、(4)に規定する地域定着支援台帳の変更について準用しているか。
　◎　地域定着支援台帳の様式については、各事業所ごとに定めるもので差し支えない。
	平24厚令27

第42条第２項
平24厚令27

第42条第２項
平24厚令27

第42条第４項
平24厚令27

第42条第５項
平24障発
0330第21号
第三の２(2)

	３　常時の連絡体制の確保等

	(1) 指定地域定着支援従事者は、利用者の心身の状況及び障害の特性等に応じ、適切な方法により、当該利用者又はその家族との常時の連絡体制を確保しているか。
　◎　常時の連絡体制については、当該指定地域定着支援事業所が直接利用者又はその家族との連絡体制を確保することが必要である。なお、常時の連絡体制の確保は、夜間等に職員を配置する他、携帯電話等により利用者又はその家族との常時の連絡体制を確保する方法によることも可能である。
	平24厚令27

第43条第１項
平24障発
0330第21号
第三の２(3)


	
	(2)  指定地域定着支援従事者は、適宜利用者の居宅への訪問等を行い、利用者の状況を把握しているか。
	平24厚令27

第43条第２項

	４　緊急の事態における支援等

	(1) 指定地域定着支援事業者は、利用者の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合には、速やかに当該利用者の居宅への訪問等による状況把握を行っているか。
	平24厚令27

第44条第１項


	
	(2) 指定地域定着支援事業者は、(1)の状況把握を踏まえ、当該利用者の置かれている状況をに応じて、当該利用者の家族、当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等、医療機関その他の関係機関との連絡調整、一時的な滞在による支援その他の必要な措置を適切に講じているか。

◎　一時的な滞在による支援については、利用者への付添いによる見守り等の支援を適切に行うこと。
	平24厚令27

第44条第２項
平24障発
0330第21号
第三の２(4)①

	
	(3) 指定地域定着支援事業者は、(2)の一時的な滞在による支援について、次のに定める要件を満たす場所において行っているか。
①　利用者が一時的な滞在を行うために必要な広さの区画を有するとともに、一時的な滞在に必要な設備及び備品等を備えていること。
②　衛生的に管理されている場所であること。
	平24厚令27

第44条第３項


	
	(4) 指定地域定着支援事業者は、(2)の一時的な滞在による支援について、指定障害福祉サービス事業者等への委託により行うことができる。
◎　一時的な滞在による支援について、指定地域定着支援事業者が当該地域定着支援事業所の宿直室等を確保して実施する他、指定障害福祉サービス事業者等への委託により障害者支援施設や短期入所事業所等の空室を活用して行うことができる。
	平24厚令27

第44条第４項
平24障発
0330第21号
第三の２(4)③


	第４　変更の届出等


	(1) 指定一般相談支援事業者は、当該指定に係る一般相談支援事業所の名称及び所在地その他障害者自立支援法施行規則第34条の58で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定地域相談支援の事業を再開したときは、施行規則で定めるところにより、10日以内に、その旨を京都府知事に届け出ているか。


	法第51条の25

第１項
施行規則
第34条の58



	主眼事項
	着　　眼　　点
	根拠法令

	
	(2) 指定一般相談支援事業者は、当該指定地域相談支援の事業を廃止し、又は休止しようとするときは、障害者自立支援法施行規則第34条の58で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を京都府知事に届けているか。
	法第51条の25

第１項
施行規則
第34条の58

	第５　地域相談支援給付費の算定及び取扱い
１　基本事項

	(1) 指定地域相談支援に要する費用の額は、平成24年厚生労働省告示第124号の別表「地域相談支援給付費単位数表」により算定する単位数に、平成18年厚生労働省告示第539号「厚生労働大臣が定める一単位の単価」に定める１単位の単価を乗じて得た額を算定しているか。
  （ただし、その額が現に当該指定地域相談支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定地域相談支援に要した費用の額となっているか。）
　※　１単位の単価は、10円に事業所が所在する地域区分及びサービス種類に応じて定められた割合(別表１)を乗じて得た額とする。
(2) (1)の規定により、指定地域相談支援に要する費用の額を算定した場合において、その額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて算定しているか。
	法第51条の14

第３項
平24厚告124

の一
法第51条の14

第３項
平18厚告539

平24厚告124

の二


	２　地域定着支援サービス費
(1)体制確保費

	指定地域定着支援事業者が地域相談支援給付決定障害者に対して、指定地域定着支援として、常時の連絡体制の確保等を行った場合に、１月につき305単位を算定しているか。
	平24厚告124

別表第２の注１

	(2)緊急時支援費

	緊急時支援費(Ⅰ)   711単位
緊急時支援費(Ⅱ) 　94単位
緊急時支援費(Ⅰ)については、指定地域定着支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、利用者の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、速やかに利用者の居宅等への訪問又は一時的な滞在による支援を行った場合に、1日につき711単位を算定しているか。

緊急時支援費(Ⅱ)については、指定地域定着支援事業者が、地域相談支援給付決定障害者に対して、利用者の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、深夜（午後10時から午前６時までの時間をいう。）に電話による相談援助を行った場合に、１日につき94単位を算定しているか。ただし、この場合において、緊急時支援費(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。
	平24厚告124

別表第２の注２


	
	◎　緊急時支援費に係る利用者の障害の特性に起因して生じうる緊急時の対応については、あらかじめ利用者又はその家族等との話合いにより申し合わせておくこと。 

◎　緊急時支援費（Ⅰ）については、緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、速やかに訪問又は一時的な滞在による支援を行った場合に算定できるものであること。 

◎　緊急時支援費（Ⅱ）については、緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はその家族等から

	平18障発
第1031001

第三の２(２)①
平18障発
第1031001

第三の２(２)②
平18障発
第1031001

第三の２(２)③

	
	
	

	主眼事項
	着　　眼　　点
	根拠法令

	
	の要請に基づき、深夜(午後10時から午前６時までの時間をいう。)に電話による相談援助を行った場合に算定できるものであること。 
◎　緊急時支援を行った場合は、準用する地域移行支援事業の主眼事項第３の11「サービスの提供の記録」に基づき、要請のあった時間、要請の内容、当該支援の提供時刻及び緊急時支援の算定対象である旨を記録するものとする。

◎　宿泊によらない一時的な滞在による場合についても算定できる。また、一時的な滞在による支援は、宿泊日及び退所日の両方を算定できる。

◎　短期入所サービスの支給決定を受けている障害者の場
合であっても、身近な地域の短期入所事業所が満床であ

る等やむを得ない場合においては、算定できる。


	平18障発
第1031001

第三の２(２)③

平18障発
第1031001

第三の２(２)④

平18障発
第1031001

第三の２(２)⑤

	(3)その他


	指定地域定着支援事業者が、主眼事項第３の２(3)又は３

(2)に定める基準※を満たさないで指定地域定着支援を行った

場合に所定単位数を算定していないか。

　◎　※①地域定着支援台帳の作成に係るアセスメントに当たっての利用者との面接等
　　　　②適宜の利用者の居宅への訪問等による状況把握
	平24厚告124

別表第２の注３
平18障発
第1031001

第三の２(１)


－　指定地域定着支援　－
4

